
別紙１　

１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

　 下拝田地区については、行政区内の認定農業者個人,集落営農及び近隣行政区の認定農業者個人、集落営農が
主に地域の担い手となっている。課題としては、行政区内の認定農業者の中心経営体が2人しかおらず、現状では
近隣行政区の担い手に頼らなければいけない状態である。今後は、地区としての担い手の確保の取組として集落営
農組織の法人化の検討や近隣の担い手と連携をはかり、地区の農地を守っていくことである。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　　集落の農地利用は基本的には、現在主に耕作している行政区内の認定農業者個人に集約化していく予定である
が、下拝田地区の中心経営体の担い手だけでは足りない場合は、近隣地区の担い手にも協力を得る。
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４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載事項）

農地の貸付け等の意向
　現在、農地の貸付意向の土地については3筆把握できている。今後についても、集落の集まり等の機会に定期的
に地区の方に、農地の貸付意向の確認を行う。

農地中間管理機構の活用方針
　将来の経営農地の集約化を目指し、農地の利用権設定を行う際には、農地中間管理機機構を活用していく。

基盤整備への取組方針
　農業の生産効率の向上や農地集積・集約化を図るため、畦畔除去等の農地の区画拡大の基盤整備事業を検討し
ていく。

新規・特産化作物の導入方針
　米、麦等の土地利用型作物が主になっている。今後、水稲の価格が低下することが予想されるので、収益性の高
い園芸作目の導入も地区として考えていく必要がある。


